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 (2) 行政コスト計算書（PL：Profit and Loss Statementの略）

１ 作成の趣旨・経過

 (3) 純資産変動計算書（NW：Net Worth Statementの略）

 (4) 資金収支計算書（CF：Cash Flow Statementの略）

３ 対象とする会計の範囲

２ 財務書類（財務４表）とは

　伊那市では、財務４表を一般会計等、全体、連結ベースでそれぞれ作成しています。一般会計等とは一
般会計に公有財産管理活用事業特別会計を加えたもの、全体とは一般会計等に特別会計・企業会計を
加えたもの、連結とは全体に一部事務組合や外郭団体などを加えたものです。

　行政コスト計算書とは、人件費や福祉サービスの給付など、
資産形成につながらない行政サービスに要した経費と、その
対価として得た収入を示すものです。
　行政コスト計算書上の収入には、行政サービスの直接的な
対価のみを計上している（税収は計上されない）ため、純行政
コストがマイナスで表示されます。

　地方公共団体の会計制度は、予算の適正・確実な執行を図るため、その年にどのような収入
があり、それらをどのような支出に使ったかといった、現金の動きを把握しやすい手法（単式簿
記・現金主義）を採用しています。しかし、この方法では、道路や建物などの資産や借入金など
の負債といったストック情報や減価償却費などの非現金コストの情報が不足しています。
　そうした弱点を補うため、各地方公共団体は企業会計的な手法（複式簿記・発生主義）を用い
た財務書類の作成を進めてきました。しかし、複数の作成方式が混在しており、地方公共団体
間の比較が容易でないことから、平成26年度に総務省から「統一的な基準」による財務書類の
作成の要請があり、これを受け伊那市では、平成27年度決算分から「統一的な基準」で財務書
類を作成しています。

　　貸借対照表とは、地方自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その財
産をどのような財源（負債、純資産）で賄ってきたかを表したものです。負債は、将来世代の負担となる部
分で、純資産は、現在までの世代が負担してきた部分を表しています。

 (1) 貸借対照表（BS：Balance Sheetの略）

　　財務書類（財務４表）とは、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書とい
う４つの財務資料の総称です。

　純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上
されているそれぞれの数値が、どのように変動したかを表した
ものです。
　純資産は伊那市が形成した資産のうち現在までの世代が負
担した部分ですので、純資産の変動額は、世代間負担の重さ
の変動を意味します。

　資金収支計算書とは、現金の流れを「業務活動」「投資活
動」「財務活動」の３つに区分して整理することで、どのような
行政活動にいくら使ったのかを示すものです。

伊那市財務４表の作成範囲

一般会計 国民健康保険特別会計 伊那市振興公社

公有財産管理活用事業特別会計 国民健康保険直営診療所特別会計 伊那市観光株式会社

後期高齢者医療特別会計 上伊那広域連合

介護保険特別会計 伊那中央行政組合

市営駐車場事業特別会計 長野県上伊那広域水道用水企業団

水道事業会計 長野県後期高齢者医療広域連合

下水道事業会計 長野県地方税滞納整理機構

自動車運送事業会計 長野県民交通災害共済組合

長野県市町村自治振興組合

全体財務４表

一般会計等財務４表

連結財務４表

作成区分

対象範囲

令和２年度 伊那市の財務書類【概要版】

Ⅰ財務書類について
経常費用　 　　　    　       ex.人件費、補助金

経常収益　　　　        　    ex.使用料、手数料

純経常行政コスト

臨時損失              　      ex.災害復旧費

臨時利益             　       ex.資産売却益

純行政コスト

行政コスト計算書のイメージ

前年度末純資産残高

 純行政コスト（行政コスト計算書より）

 財源（.税収等、国県等補助金）

本年度差額

その他

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

純資産変動計算書のイメージ

借方 貸方

負債（将来世代の負担）
ex.市債（借金）、退職手当引当金など

純資産（現在までの世代の負担）

資産（住民サービスを提供するための財産）
ex.庁舎、学校、道路、基金など

貸借対照表のイメージ

業務活動収支　　  ex. 人件費、税収等

投資活動収支　　  ex. 施設整備、基金積立など

財務活動収支　　  ex. 市債（借金）借入、償還

本年度資金収支

前年度末資金残高

本年度末資金残高

資金収支計算書のイメージ
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①住民１人当たりの資産額 （万円）

②住民１人当たりの負債額 （万円）

③負債額/資産額 （％）

④住民１人当たり行政コスト （万円）

⑤有形固定資産減価償却率 （％）

　※百万円未満を四捨五入し表示しているため、合計金額等が一致しない場合があります。 ※19市平均及び類似団体平均は、伊那市独自試算の令和元年度数値

　資産の老朽度を示したもので、年々高くなっています。19市平均及び類
似団体平均よりも高くなっていることからも、適切な管理が必要な施設が多
いことが分かります。

　庁舎、学校、道路などの固定資産や基金などが主なもので、人口、産業
構造、地価、普通会計の範囲などによっても変わるため、同規模の団体で
も大きくばらつきがあります。伊那市は、19市平均及び類似団体平均より
小さくなっています。

【概要】
　一般会計等とは、一般会計と公有財産管理活用事業特別会計を合算したものです。
【貸借対照表】
　基金の積立てなどにより、前年度と比較して資産が3,073百万円増加し、市債（借金）の
減少により負債が634百万円減少しました。
【行政コスト計算書】
　新型コロナウイルス対策に係る費用の増などにより、前年度と比較して純行政コストが
8,439百万円増加しました。
【純資産変動計算書】
　本年度純資産変動額は3,662百万円でした。これは、この分将来世代の負担が減少し
たことを意味しています。
【資金収支計算書】
　資金収支は、本年度△151百万円で、基金積立金などの投資活動支出の増加により、
赤字となりました。

　市債（借金）残高が主なもので、伊那市は、19市平均と等しく、類似団体
平均より小さくなっています。「返すより多く借りない」方針の徹底により、
年々市債（借金）残高は減少してきています。

　資産額に占める将来世代の負担の比重を示したものです。伊那市は、19
市平均より大きく、類似団体平均より小さくなっています。引き続き、地方債
残高の縮減に努め、将来世代の負担を軽減していく必要があります。

　経常的な行政活動の効率性を比較することができます。令和２年度は、
令和元年度より増加しましたが、これは、新型コロナウイルス対策により物
件費が増加したためです。

資産（Ａ） 116,128百万円 負債（Ｂ） 36,582百万円
伊那市が所有している財産の内容と金額です。

【内訳】

有形固定資産 90,932百万円

　庁舎、学校、道路など

無形固定資産 49百万円 純資産 79,546百万円
　ソフトウェアなど （Ａ－Ｂ）
投資その他の資産 18,569百万円

　出資金、基金など

流動資産 6,578百万円

　現金預金、未収金、財政調整基金など

　うち現金 1,190百万円

　市債（借金）や将来の職員の退職金

など、将来世代が負担する金額を表し

ています。
行政サービスの提供能力を表しています。

　現在までの世代が既に負担した
金額を表しています。

貸 借 対 照 表

Ⅱ一般会計等 【一般会計等財務４表の会計範囲】
・一般会計

・公有財産管理活用事業特別会計

＋歳計外現金41百万円

財務４表から見る伊那市の財政指標

経常費用（Ａ） 36,743百万円
【内訳】

人にかかるコスト 6,206百万円

　人件費、退職手当引当金繰入額など

物にかかるコスト 10,233百万円

　維持補修費、減価償却費など

移転支出的なコスト 20,036百万円

　社会保障給付、他会計への繰出金など

その他のコスト 268百万円

　支払利子など

経常収益（Ｂ） 2,542百万円
　使用料及び手数料など

純経常行政コスト（Ｃ）

（Ａ－Ｂ） 34,201百万円
臨時損失（Ｄ） 366百万円
　災害復旧事業費など

臨時利益（Ｅ） 185百万円
　資産売却益など

純行政コスト（Ｃ＋Ｄ－Ｅ）

34,382百万円

行政コスト計算書

前年度末純資産残高（Ａ） 75,839百万円
純行政コスト【△】（Ｂ） △34,382百万円
財源（Ｃ） 38,044百万円
　税収、国県補助金など

本年度差額（Ｄ） 3,662百万円
（Ｂ＋Ｃ）

その他（Ｅ） 45百万円
　資産評価差額など

本年度純資産変動額（Ｆ） 3,707百万円

（Ｄ＋Ｅ）

本年度純資産残高（Ａ＋Ｆ） 79,546百万円

純資産変動計算書

本年度資金収支額（Ａ） △151百万円
【内訳】

業務活動収支 4,970百万円

　人件費、税収など

投資活動収支 △4,764百万円

　施設整備、基金積立金など

財務活動収支 △357百万円

　市債（借金）の発行、償還

前年度末資金残高（Ｂ） 1,300百万円

本年度末資金残高（Ａ＋Ｂ） 1,149百万円

資金収支計算書

平成30年度 令和元年度 令和２年度 19市平均 類似団体平均

163 168 174 186 191

平成30年度 令和元年度 令和２年度 19市平均 類似団体平均

56 55 55 55 60

平成30年度 令和元年度 令和２年度 19市平均 類似団体平均

34.1 32.9 31.5 30.9 34.4

平成30年度 令和元年度 令和２年度 19市平均 類似団体平均

37 38 51 39 45

平成30年度 令和元年度 令和２年度 19市平均 類似団体平均

63.0 63.1 63.2 60.5 60.5
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【概要】 【概要】

※百万円未満を四捨五入し表示しているため、合計金額等が一致しない場合があります。 ※百万円未満を四捨五入し表示しているため、合計金額等が一致しない場合があります。

　一般会計等に特別会計及び企業会計を合算したものが全体財務４表で
す（右記参照）。一般会計から水道事業会計への繰出金など、各会計間
の取引は相殺消去をしています。
【貸借対照表】
　水道事業の給水管や下水道事業の下水管などにより、一般会計等と比
較して資産は70,405百万円増加します。また、下水道事業の企業債（借
金）などにより、負債は62,889百万円増加します。
【行政コスト計算書】
　上下水道事業の減価償却費や国民健康保険や介護保険の給付費など
により、一般会計等と比較して経常費用が14,819百万円増加し、水道料
金、下水道使用料などにより経常収益が2,771百万円増加します。
【純資産変動計算書】
　本年度純資産変動額は4,570百万円でした。これは、この分将来世代の
負担が減少したことを意味します。
【資金収支計算書】
　水道料金、下水道使用料などにより、一般会計等と比較して業務活動
収支が2,439百万円増加し、下水道事業の企業債（借金）償還などにより
財務活動収支が1,894百万円減少したため、本年度資金収支額は265百
万円でした。

　全体に一部事務組合、広域連合、第三セクターなどを合算したものが連
結財務４表です（右記参照）。連結に際しては、全部を合算している団体
と、経費負担割合などに応じて一部を合算している団体があります。全体
と同様に、各会計間の取引は相殺消去をしています。
【貸借対照表】
　伊那中央病院の医療機器や長野県上伊那広域水道用水企業団の給
水管などにより、全体と比較して資産が24,910百万円増加します。
【行政コスト計算書】
　伊那中央病院の人件費や医療機器などの減価償却費などにより、全体
と比較して経常費用が15,724百万円増加し、医業収益などにより経常収
益が7,933百万円増加します。
【純資産変動計算書】
　本年度純資産変動額は4,659百万円でした。これは、この分将来世代の
負担が減少したことを意味しています。
【資金収支計算書】
　全体と比較すると、財務活動収支が606百万円減少します。連結団体が
地方公共団体だけではないため、第三セクター等による借入金も含まれ
ています。減少となっていることは借入額よりも償還額の方が大きいこと
を示しています。本年度資金収支額は663百万円でした。

Ⅲ 全体 Ⅳ 連結

【全体財務４表の会計範囲】
一般会計等＋

・国民健康保険特別会計
・国民健康保険直営診療所特別会計

・後期高齢者医療特別会計

・介護保険特別会計

・市営駐車場特別会計

・水道事業会計

・下水道事業会計

・自動車運送事業会計

【連結財務４表の会計範囲】
全体＋

・伊那市振興公社

・伊那市観光株式会社

・伊那中央行政組合

・上伊那広域連合

・長野県上伊那広域水道用水企業団

・長野県後期高齢者医療ｌ広域連合

・長野県地方税滞納整理機構

・長野県民交通災害共済組合

・長野県市町村自治振興組合

資産（Ａ） 186,533百万円 負債（Ｂ） 99,471百万円

【内訳】

有形固定資産 158,916百万円

　庁舎、学校、道路、給水管、下水管など

無形固定資産 138百万円 純資産 87,062百万円
　ソフトウェアなど （Ａ－Ｂ）
投資その他の資産 17,430百万円

　出資金、基金など

流動資産 10,049百万円

　現金預金、未収金、財政調整基金など

　うち現金 4,525百万円

　市債（借金）や将来の職員の退職金

など、将来世代が負担する金額を表し

ています。

　現在までの世代が既に負担した金額

を表しています。

　一般会計等の資産に加え、水道事業の給水管や下水道

事業の下水管などが計上されています。

貸 借 対 照 表

経常費用（Ａ） 51,562百万円
【内訳】

人にかかるコスト 6,801百万円

　人件費、退職手当引当金繰入額など

物にかかるコスト 13,795百万円

　維持補修費、減価償却費など

移転支出的なコスト 30,078百万円

　国民健康保険や介護保険の給付費など

その他のコスト 888百万円

　支払利子など

経常収益（Ｂ） 5,313百万円
　水道料金、下水道使用料など

純経常行政コスト（Ｃ）

（Ａ－Ｂ） 46,250百万円
臨時損失（Ｄ） 370百万円
　災害復旧事業費、資産売却損など

臨時利益（Ｅ） 187百万円
　資産売却益など

純行政コスト（Ｃ＋Ｄ－Ｅ）

46,433百万円

行政コスト計算書

前年度末純資産残高（Ａ） 82,492百万円
純行政コスト【△】（Ｂ） △46,433百万円
財源（Ｃ） 50,759百万円
　税収、国県補助金など

本年度差額（Ｄ） 4,326百万円
（Ｂ＋Ｃ）

その他（Ｅ） 244百万円
　資産評価差額など

本年度純資産変動額（Ｆ） 4,570百万円

（Ｄ＋Ｅ）

本年度純資産残高（Ａ＋Ｆ） 87,062百万円

純資産変動計算書

本年度資金収支額（Ａ） 265百万円
【内訳】

業務活動収支 7,409百万円

　人件費、税収、水道料金、下水道使用料など

投資活動収支 △4,893百万円

　施設整備、基金積立金、国県等補助金など

財務活動収支 △2,251百万円

　市債（借金）の発行、償還

前年度末資金残高（Ｂ） 4,219百万円

本年度末資金残高（Ａ＋Ｂ） 4,484百万円

資金収支計算書

資産（Ａ） 211,443百万円 負債（Ｂ） 112,636百万円

【内訳】

有形固定資産 177,175百万円

　学校、道路、給水管、下水管、医療機器など]
無形固定資産 139百万円 純資産 98,807百万円
　ソフトウェアなど （Ａ－Ｂ）
投資その他の資産 19,384百万円

　出資金、基金など

流動資産 14,745百万円

　現金預金、未収金、財政調整基金など

　うち現金 7,146百万円

　現在までの世代が既に負担した金額

を表しています。

　全体の資産に加え、伊那中央病院の医療機器

や長野県上伊那広域水道用水企業団の給水管

などの資産が計上されています。

　市債（借金）や将来の職員の退職金
など、将来世代が負担する金額を表し

ています。

貸 借 対 照 表

経常費用（Ａ） 67,286百万円
【内訳】

人にかかるコスト 12,964百万円

　人件費、退職手当引当金繰入額など

物にかかるコスト 18,850百万円

　維持補修費、減価償却費など

移転支出的なコスト 34,016百万円

　社会保障給付など

その他のコスト 1,456百万円

　支払利子など

経常収益（Ｂ） 13,245百万円
　水道料金、下水道使用料、医業収益など

純経常行政コスト（Ｃ）

（Ａ－Ｂ） 54,041百万円
臨時損失（Ｄ） 380百万円
　災害復旧事業費、資産売却損など

臨時利益（Ｅ） 189百万円
　資産売却益など

純行政コスト（Ｃ＋Ｄ－Ｅ）

54,232百万円

行政コスト計算書

前年度末純資産残高（Ａ） 94,148百万円
純行政コスト【△】（Ｂ） △54,232百万円
財源（Ｃ） 58,873百万円
　税収、国県補助金など

本年度差額（Ｄ） 4,641百万円
（Ｂ＋Ｃ）
その他（Ｅ） 18百万円
　資産評価差額など

本年度純資産変動額（Ｆ） 4,659百万円
（Ｄ＋Ｅ）

本年度純資産残高（Ａ＋Ｆ） 98,807百万円

純資産変動計算書

本年度資金収支額（Ａ） 663百万円
【内訳】

業務活動収支 8,491百万円

　人件費、税収、水道料金、下水道使用料、医業収益など

投資活動収支 △4,971百万円

　施設整備、基金積立金、国県等補助金など

財務活動収支 △2,857百万円

　市債（借金）の発行、償還

前年度末資金残高（Ｂ） 6,457百万円
比例連結割合変更に伴う差額（C） △17百万円
本年度末資金残高（Ａ＋Ｂ＋C） 7,103百万円

資金収支計算書
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【将来世代の負担割合】

【有形固定資産減価償却率】

【予算への反映】

※類似団体のR2数値は未発表（以下同じ。）

　Ｐ２の「財務４表から見る伊那市の財政指標」において、いくつかの指標を掲載してありますが、その指標から見えてく
る伊那市の財政状況における課題を分析しました。

　平成28年度決算から全国の自治体が「統一的な基準」による財務４表を作成しているため、他市との比較が容易にな
りました。他市との比較をすることで上記のように伊那市の財政状況における課題が見えてきます。
　今後は、これらの課題を加味した予算編成をしていく必要があります。

　施設の更新時には、将来の人口減少などを考慮し、統廃合などを検討しなければなりません。伊那市では、「伊那市
公共施設等総合管理計画」を策定しており、その中で事業用資産の総量を15％減少と、長寿命化による更新費用の
25％縮減させることを目標としています。また、個別施設計画に基づき、各施設の更新費用の平準化を図るとともに、施
設の統廃合や長寿命化を進め、公共施設の適正管理に努めていきます。

　市債（借金）には、世代間の公正を図る目的もあるため、ある程度の借入は必要です。また、市債（借金）には返済金
の一部を国が負担してくれる有利なものもあるため、一概に残高での比較が負債の大きさを表しているとは言えません
が、健全な財政の状態を維持するためには、市債残高を減らしていく必要があります。伊那市では、「返すより多く借り
ない」の方針を掲げ、市債残高の縮減に努めています。（図２）

　「統一的な基準」による財務書類の作成に伴い、固定資産台帳を整備したため、伊那市が保有する資産がどの程度
老朽化しているかがわかるようになりました。この資産の老朽度を示す指標が「有形固定資産減価償却率」です。
　図３からわかるように、伊那市は他市と比較して高い数値になっています。数値が高いほど老朽化が進んでいること
になりますので、伊那市の多く施設が近い将来更新時期を迎えることを意味しています。

　図１からわかるように、伊那市は、他市と比較して将来世代の負担割合（資産額に対する負債額の割合）が大きいこと
がわかります。これは、今まで作ってきた学校や道路などの資産に対して、市債（借金）を活用した割合が多いことを意
味しています。

財務４表から見る伊那市の財政状況における課題
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図１ 将来世代の負担割合（負債額 / 資産額）
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図３ 有形固定資産減価償却率
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課題：資産の老朽化が進んでいる

課題：市債（借金）残高が多い
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